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動の国際比較分析」（2014 年 10 月から 2016 年 3 月までの 1 年半で実施）の最初の半年の
研究成果である。当プロジェクトの目的は，国際比較の観点から家計消費・貯蓄行動につ
いて検証し，各国間における消費・貯蓄行動の類似点・相違点を明らかにすることである。 
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Horioka，et al.，2000；Horioka，2002，2009；ホリオカ，2002，2008 などがある）。 
 本章の構成は以下の通りである。第 2 節では，家計行動に関する 3 つの理論モデルにつ
いて解説し，これらのモデルの遺産動機・遺産の配分方法に対するインプリケーションを













 本節では，家計行動に関する 3 つの理論モデルについて解説し，それらのモデルの遺産
動機・遺産の配分方法に対するインプリケーションを示す。 


























の一例は Bernheim， Shleifer，and Summers（1985）の「戦略的遺産動機」であり，この動
機の場合は，親は子の相続権をはく奪すると脅すことによって老後の世話をさせるという





































た調査からのデータを用いたが，中国の農村調査は 2011 年にも 2012 年にも実施されなか
ったため，中国の農村調査に限っては 2010 年の調査からのデータを用いた。 




問 A31 あなたはお子さんに残す遺産についてどのようにお考えですか。 
当てはまるものを 1 つ選び，○をつけてください。 
 1 いかなる場合でも遺産を残すつもりである（2） 
 2 子供が老後の世話・介護をしてくれた場合にのみ遺産を残すつもりである（1） 
 3 子供が老後において経済的援助をしてくれた場合にのみ遺産を残すつもりである（1） 
 4 子供が家業を継いでくれた場合にのみ遺産を残すつもりである（3） 
 5 遺産を積極的に残したいとは思わないが，余ったら残す（1） 
 6 遺産を残したら，子供の働く意欲を弱めるから，いかなる場合でも遺産を残すつもり
はない（2） 
 7 自分の財産は自分で使いたいから，いかなる場合でも遺産を残すつもりはない（1） 
 8 遺産を残したいが，余裕がないから残せない（1，2，3） 
 
付問 A31-1 あなたはお子さんに遺産をどのように配分するおつもりですか。 
当てはまるものを 1 つ選び，番号に○をつけてください。  
4 
 
 1 均等に配分するつもりである（2）  
 2 均等には配分しないつもりである （1，2，3） 
 3 子供は一人しかいないので配分の問題は生じない  
 
付問 A31-2 それでは，あなたはお子さんに遺産をどのように配分するおつもりですか。 
当てはまるものすべての番号に○をつけてください。 
 1 同居してくれた子に多く配分するつもりである（1） 
 2 近くに住んでくれた子に多く配分するつもりである（1） 
 3 家事の手伝いをしてくれた子に多く配分するつもりである（1） 
 4 介護をしてくれた子に多く配分するつもりである（1） 
 5 経済的援助をしてくれた子に多く配分するつもりである（1） 




 8 所得を稼ぐ能力が小さい子に多く配分するつもりである（2） 
 9 遺産をより多く必要としている子に多く配分するつもりである（2） 
















4.1. 遺産動機の 4 ヵ国比較 




者の割合はインドで最も高く（75.80％），アメリカで 2 番目に高く（66.97％），中国で 3
番目に高く（37.40％），日本で最も低い（33.98％）。一方，利己主義を前提としたライフ・
サイクル・モデルと整合的な遺産動機を持っている回答者の割合は日本で最も高く
（64.96％），中国で 2 番目に高く（55.10％），アメリカで 3 番目に高く（32.76％），インド
で最も低い（21.82％）。さらに，王朝モデルと整合的な遺産動機を持っている回答者の割
合はどの国においても低い（7.50％以下）が，中国で最も高く（7.50％），インドで 2 番目
に高く（2.38％），日本で 3 番目に高く（1.06％），アメリカで最も低い（0.26％）。 
 
表 1 遺産動機の 4 ヵ国比較（単位：％） 
各遺産動機を持っている回答者の割合 中国 インド 日本 米国 
利他主義モデルと整合的な遺産動機 
いかなる場合でも遺産を残すつもりである 35.25 75.66 32.58 66.41 
遺産を残したら，子供の働く意欲を弱めるから，いかなる場合でも
遺産を残すつもりはない 
2.15 0.14 1.41 0.56 




10.10 11.49 4.06 2.08 
子供が老後において経済的援助をしてくれた場合にのみ遺産を残す
つもりである 
5.17 5.95 0.70 0.63 
遺産を積極的に残したいとは思わないが，余ったら残す 37.03 3.84 58.58 28.54 
自分の財産は自分で使いたいから，いかなる場合でも遺産を残すつ
もりはない 
2.80  0.54 1.62 1.52 
利己主義を前提としたライフ・サイクル・モデルと整合的な遺産動
機を持っている回答者の割合 
55.10  21.82 64.96 32.76 
王朝モデルと整合的な遺産動機 
子供が家業を継いでくれた場合にのみ遺産を残すつもりである 7.50 2.38 1.06 0.26 
王朝モデルと整合的な遺産動機を持っている回答者の割合 7.50 2.38 1.06 0.26 
合計 100.00 100.00 100.00 100.00 
標本数 2071 1866 3696 3034 
（注） 遺産動機に関する設問に回答しなかった回答者および「遺産を残したいが，余裕がないから残せ
ない」と回答した回答者は分母に含まれていない。 
（出所）大阪大学大学院経済学研究科・社会経済研究所などの 21 世紀 COE プログラム「アンケート調査
と実験による行動マクロ動学」およびグローバル COE プログラム「人間行動と社会経済のダイ
ナミクス」の一環として実施された「くらしの好みと満足度」に関するアンケート調査。中国の



































最も高く（20.46％），中国で 2 番目に高く（19.28％），インドで 3 番目に高く（15.63％），
アメリカで最も低い（2.52％）。 
 同様に，王朝モデルと整合的な配分方法を予定している回答者の割合は対象 4 ヵ国すべ
てにおいて非常に低く，この割合は中国で最も高く（7.85％），日本で 2 番目に高く（7.51％），
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業績と社会進歩を計測する委員会（Commission on the Measurement of Economic Performance 
and Social Progress）」が 2008 年に発足した。この委員会は，経済業績と社会進歩を測定す
る指標としての GDP の限界を指摘し，より適切な指標・計測方法を提案した報告書をまと
めた（Stiglitz, Sen and Fitoussi, 2009 を参照）。また，この報告書の提言を参考に，経済協力
開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）では，「より良


























 経済学の分野において，経済的豊かさを示す一人当たり GDP が，人々の生活の質を測る










図 1 日本における一人当たり実質 GDP（2000 年暦年連鎖価格）と生活満足度の推移 
 
（出所）生活満足度：平成 20 年度国民生活選好度調査（第 1－1 図，pp. 9）より作成。 















（adaptation or habituation）傾向があるためである（Clark, Frijters and Shields, 2008 を参照）。
また，後者の場合，人々が新しい環境に適応することから，所得の上昇に伴って期待や欲
望が高まるため，幸福度は短期的な変動があっても長期的にはある一定のレベルを維持す
ることが考えられる。このような傾向は，「hedonic treadmill」と呼ばれている（Brickman and 
Campbell, 1971；Frederick and Loewenstein, 1999 を参照）。その他の理由としては，所得は
基本的ニーズを満たすまでは幸福度に影響を与えるが，所得レベルがそれ以上に上昇する
と，幸福度に影響をもたなくなることが指摘されている（Veenhoven, 1991; Diener and 
Biswas-Diener, 2002 を参照）。 
 
2.2 「一人当たり GDP」の問題点 
 幸福のパラドックスに関する論議は，一人当たり GDP が人々の生活の質や幸福度を測る
指標としての妥当性を見直すきっかけとなった。先述したスティグリッツ教授らから構成
された委員会がまとめた報告書では，更に踏み込んで，福利厚生（well-being）を測る指標
としての GDP の具体的な問題点をあげている（Stiglitz, Sen and Fitoussi, 2009 を参照）。主









































って，GNH とは，生活の質や社会的発展を GDP という経済指標よりも，より包括的に，
また心理的側面もとらえた尺度だといえる。その後，GNH は国家の指標となり，国の政策
を立案・調整する Gross National Happiness Commission が中心となって，この概念を国の長
期的ビジョンや 5 ヵ年計画，また政策立案などに組み込んでいる。 
 GNH は，①持続可能で公平な社会経済の発展，②環境保全，③文化の保全と振興，④良







「経済業績と社会進歩を計測する委員会（Commission on the Measurement of Economic 
Performance and Social Progress）」が発足され，報告書がまとめられた（Stiglitz, Sen and 






























あてる必要があるとし，1990 年に人間開発指数（Human Development Index：HDI）を作成
した。この指数は，経済的生活水準を示す一人当たり国民総所得に加えて，保健と教育に
おける指標として平均寿命や平均就学年数，就学予測年数の 4 つの指標をもとに計算され
ている。（注 3）したがって，HDI は従来の GDP よりもより包括的な経済社会指標といえる。
近年，HDI 以外にも，国内の格差を反映させた不平等調整済み人間開発指数


































































 本節で主に用いるデータは，大阪大学 COE（Center of Excellence）が行った「くらしの
好みと満足度についてのアンケート」からのものである。この調査は，全国に居住する 20
歳から 65 歳の男女を 2 段階抽出し，訪問留置法にて 2003～2013 年まで毎年継続して実施













度が問われている。図 2 はその回答分布を示したものである。この図から，回答が 5～8
点に集中していることがわかる（約 78％）。7 点と答えた人が最も多く（約 25％），サンプ



































図 4 生活状況（主観的）別幸福度（平均値） 












ある。2010 年に行われた Gross National Happiness Survey という調査結果によれば，人々が
幸福度の源と考慮したものは（複数選択），選択率の高い順に，経済的安定，健康，家族関
係であった（Gross National Happiness Commission, 2013 を参照）。 
 













（出所）渡辺，河野（2014）の表 1-5 より作成。 
 

































































（注 1）http://www.grossnationalhappiness.com/articles/を参照（2015 年 2 月 3 日検索）。 
（注 2）http://www.ons.gov.uk/ons/guide-method/user-guidance/well-being/index.html を参照（2015 年 2 月 3 日
検索）。 
（注 3）http://hdr.undp.org/en/content/human-development-index-hdi を参照（2015 年 2 月 4 日検索）。 
（注 4）http://www.oecd.org/site/worldforum06/を参照（2015 年 2 月 4 日検索）。 
（注 5）http://www.oecdbetterlifeindex.org/を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
（注 6）http://www.pref.fukui.jp/doc/seiki/furusatotijinetto/lhi.html を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
（注 7）https://www.city.arakawa.tokyo.jp/kusei/topics/shiawaseleague.html を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
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